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海上保安庁の海上保安庁の
海上交通安全政策について海上交通安全政策について

平成２０年８月２５日

海上保安庁交通部
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○交通部の発足

・平成１５年4月 灯台部と警備救難部航行安全課を統合し交通部を発足

○交通ビジョンの答申

・平成１５年５月 新に発足した交通部の政策方針を交通政策審議会に諮問し「航行
の安全と効率の向上をめざす船舶交通安全政策のあり方について」
（交通ビジョン）の答申を受ける

・平成２０年６月 前回の答申から約５年が経過し、答申に示された施策もほぼ完了し
つつあることから、次期５ヶ年の政策方針を交通政策審議会に諮問
し、「新交通ビジョン」の答申を受ける

「新交通ビジョン」http://www.kaiho.mlit.go.jp/info/news/h20/080625toshin/toshin.pdf

3

新 交 通 ビ ジ ョ ン の 概 要

今後５年間の課題及び重点施策

（１）海難分析・対策立案機能の強化
① 海難分析等の機能の強化
② 関係機関と連携した海上安全行政の総合的展開

（２）
① ふくそう海域における安全性の向上策
② 港内船舶交通の効率化、安全対策の強化
③ 航路管制官・港内管制官の能力・資質の向上

（３）
① 現場第一線の充実強化

② マリンレジャー活動に対する安全対策
③ 漁船の安全対策

（４）特性を活かした安全情報の提供
① 緊急度に応じた情報の提供

② 情報提供の多言語化

（５）ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策
① ＡＩＳを活用した多種多様な情報提供
② ＡＩＳの普及促進等

（６） 航路標識の整備、管理のあり方
① 航路標識の高機能化・信頼性の向上
② 航路標識の重要度を踏まえた保守の実施等
③ 役割の低下した航行援助システムの廃止
④ 新たな航路標識制度の構築

基 本 理 念

１ 海難分析・対策立案機能の強化

２ AISの整備等を踏まえた航行安全対策・効率性の向上

３ 地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進

４ 特性を活かした安全情報の提供

５ ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進

６ 航路標識の整備、管理のあり方

目 標

海
難
減
少
に
関
す
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数
値
目
標

安全対策実施状況

背 景

海難の現状・原因

環境変化

・現交通ビジョン
・政策レビュー
・事後評価
・AIS
・MICS

・ふくそう海域
・港内
・マリンレジャー
・漁船

・航行環境
大型化
外国船

・技術の進展
AISの展開

・航路標識整備
公共事業削減
定員削減
民営化／民間委託
新設抑制

安全性と効率性の向上

ソフト面の施策の
充実・新技術の導入

航路標識の機能の高度化

制度・仕組みの
見直し・再構築

業務運営の
継続的改善・重点化

行政機能の充実・強化

施策展開にあたっての重要事項
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※ 死者・行方不明者数は、海難及び船舶からの海中転落等に伴う死者・行方不明者
数の合計値。
（H12以前の死者・行方不明者については、統計手法が異なるため計上できない。）
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○海難の現状及びその原因（全体傾向）

用途別による海難船舶隻数の推移 各海難船舶隻数及び死者･行方不明者数の推移

海上の安全をめぐる状況海上の安全をめぐる状況
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■ 衝突・乗揚げ海難の傾向（海難320隻）
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海難（注意喚起実施）を起こした船舶の応答状況
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■ 海難船舶外国人当直者の国籍

○海難の現状及びその原因（ふくそう海域）

海上の安全をめぐる状況海上の安全をめぐる状況
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○海難の現状及びその原因（準ふくそう海域）

海上の安全をめぐる状況海上の安全をめぐる状況
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○環境の変化（航行環境）
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・ 位置情報
・ UTC（世界標準時）
・ 対地針路
・ 対地速度
・ 船首方位
・ 航行状況
・ ROT（回頭率）

動的情報
動的情報

・ IMO番号
・ 呼出符号と船名
・ 船の長さと幅
・ 船の種類
・ 測位アンテナの位置

静的情報
静的情報

・ 船の喫水
・ 危険貨物（種類）
・ 目的地
・ 到着予定時刻
・ 航行の安全に関する情報

航海関連情報
航海関連情報

陸上施設
AIS情報（船－船） AIS情報（船－陸）

ＡＩＳ搭載義務化スケジュール

新造船

　タンカー  300総トン以上

 50,000総トン以上

 10,000総トン以上

 3,000総トン以上

 300総トン以上

国際航海に
従事しない船舶

 旅客船、500総トン以上の船舶

全ての搭載義務船舶

現存船

国際航海に
従事する船舶

　全ての旅客船

上記以外の
船舶

2003
7/1

2004
7/1

2005
7/1

2006
7/1

2007
7/1

2008
7/1

2002
7/1

○環境の変化（技術の進展）

 ＡＩＳの搭載義務化  ＡＩＳを活用した航行支援システム

海上の安全をめぐる状況海上の安全をめぐる状況
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○環境の変化（航路標識整備事業の状況）
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 航路標識整備に係る予算

海上の安全をめぐる状況海上の安全をめぐる状況
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○海難分析・対策立案機能の強化

 海洋をめぐる関係機関の役割

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

海難審判庁

海事局
地方運輸局

水産庁 港湾局
港湾管理者

海岸管理者

自治体・警察・
消防・民間等

海上保安庁

海上運送
事業制度

船員制度

海技資格制度

水先制度

船舶検査制度

海難審判
制度

漁業制度
港湾管理
制度

海岸管理
制度

条例
協議会
自主ルール

交通法規

情報提供

航路標識
制度

指導・取締り

－安全管理
規程等

－航海当直
基準等

－PB免許者の

遵守事項等

－強制水先等

－検査の対象・
間隔、PSC等

－原因探求、
裁決等

－操業安全、
漁船構造等－港湾計画、

自主運航調
整等

－海水浴場等
の利用調整

－海上交通三
法

－海上交通セ
ンター等
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連携・融合施策の展開

海難の減少

従来の施策展開

海上保安庁 海事局 港湾局 水産庁 海難審判庁気象庁

海難の減少に至らず

個別の施策展開

連携・融合施策の実施

関係省庁海難防止連絡会議

海上保安庁 海事局 港湾局 水産庁 海難審判庁
(運輸安全委員会）

気象庁

○ 関係省庁が一同に会し問題意識・目標を共有するとともに、目
標達成のために施策を総合的かつ 効果的に連携・融合して
展開するための会議を新たに設置

 関係機関と連携した海上安全行政の総合的展開
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○ＡＩＳの整備等を踏まえた航行安全対策・効率性の向上

 海上交通センターからの是正措置の例

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

 新たな港内管制手法の導入
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○地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進

 マリンレジャー活動に係る海難防止対策の重点化

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

事故防止

事故後の
救助率向上

○ 知識・技能
の定着

○ 自己救命
策の推進

・講習受講の促進

・重大事故の蓋然性が高い者等が対象
・事故原因に対応した知識・技能の定着
促進

・救命胴衣の常時着用
・防水パック入り携帯電話等有効な連
絡手段の確保
・海のもしもは１１８番

○ 自主的な
安全対策等
の充実

○ 救助・救急
体制の充実

【当庁体制】
・機動救難体制の拡充
・ファーストエイド能力等の向上
【その他】
・警察、消防、水救会等との連携
・管理者を主体とした海水浴場等における救護体制の強化

マリーナ・マリン
ショップ
・発航前点検
実施の確認
等

海上安全指導員
・ルールの指
導、海上交通
安全教育

海水浴場等
・海域利用調
整等の自主
ルール事故防止

事故後の
救助率向上

○ 知識・技能
の定着

○ 自己救命
策の推進

・講習受講の促進

・重大事故の蓋然性が高い者等が対象
・事故原因に対応した知識・技能の定着
促進

・救命胴衣の常時着用
・防水パック入り携帯電話等有効な連
絡手段の確保
・海のもしもは１１８番

○ 自主的な
安全対策等
の充実

○ 救助・救急
体制の充実

【当庁体制】
・機動救難体制の拡充
・ファーストエイド能力等の向上
【その他】
・警察、消防、水救会等との連携
・管理者を主体とした海水浴場等における救護体制の強化

マリーナ・マリン
ショップ
・発航前点検
実施の確認
等

海上安全指導員
・ルールの指
導、海上交通
安全教育

海水浴場等
・海域利用調
整等の自主
ルール
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42%
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平均着用率※

漁 船

※一般船舶、ﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ及び漁船の着用率の平均値

52%

42%

36%
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39%
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平均着用率※

漁 船

※一般船舶、ﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ及び漁船の着用率の平均値

 船舶等から海中転落した人の救命胴衣着用率  海難防止講習会の実施
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○特性を活かした安全情報の提供

 緊急度に応じた情報提供の概念

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

14

○ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進
 次世代海上交通安全システムの構築

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

 船舶自動識別装置(AIS) の普及
（2008年7月までにAIS搭載対象船舶への搭載完了・2008年度末には日本沿岸海域へのAIS陸上局の整備完了）

⇒ 航路等の海域情報や船名・船舶位置等の船舶情報の自動交換が可能に

現状

施策の効果

施策の内容

船舶用AIS装置→

安全かつ効率的な運航に必要な判断材料の船舶操船者への提供を支援
 ＡＩＳを基盤技術とした陸上から船舶への情報提供の高度化（ビジュアル情報の提供）
 ＡＩＳを基盤技術とした船－船間の情報交換による協調型衝突回避システムの実用化
 簡易AIS等の簡易規格のデジタル航海機器の活用の拡大 電子海図表示装置→

 運航能率の向上 ⇒ 物流の効率化・我が国産業の競争力向上
 船舶操船者の負担軽減 ⇒ 衝突等の重大海難の抑止

 国際的なe-Navigation戦略構築への適切な対応

ビジュアル情報

ENSS情報表示画面イメージ

意思疎通

衝突回避の実施

レーダ、AIS等、各種情報を基に判断支援

発信 発信

陸－船間の情報の高度化 船－船間の情報の高度化

簡易型AIS

情報共有

仮想航路標識

海上交通センター

AIS AIS
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○ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進
 ＥＮＳＳ（Electronic Navigation Support System）の構築

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

船舶交通環境の向上利便性・安全性の向上

リアルタイムにいろいろな航行安全情報が
ビジュアル的に表示されて

わかりやすいなぁ

Ｉ
本牧船舶通航信号所

1500 SSW 10現在 風向 風速 ｍ/s

Ｉ

Ｉ
Ｏ

Ｏ

海域支援ﾒﾆｭｰ

安全情報

特定航法

バース情報

気象情報

他海域ﾒﾆｭｰ

東京湾全域

京浜港川崎区

その他海域

工事情報（ｸﾘｯｸで詳細表示）

航行制限情報

管制信号情報

海域支援ﾒﾆｭｰ

安全情報

気象情報

特定航法

潮流情報

他海域ﾒﾆｭｰ

備讃瀬戸

釣島水道

その他海域

G

G

R

R

G

今治船舶通航信号所

1000 Ｎ ５現在 風向 風速 ｍ/s 視程 2000m

潮流情報

流向

流速

傾向

Ｎ

３

↓

仮想航路標識による航路明示
G

通航区分表示

潮流情報

灯浮標

R 仮想灯浮標

 海図情報を背景に複数の情報をビジュアルに分かりやすく表示

 随時、随意、操船者が必要とする情報へのアクセスが可能

 複数言語（選択）表示により外国船員の情報の認識度を向上

 仮想航路標識により理想的な航路標識配置（表示）が実現

 航路法線等の明示により可航水域を明確化

 潮流情報等の付加情報により適切な航法を促進

 情報の統合表示により操船者の情報収集負荷軽減、錯誤を防止

入港時の航行支援 特定海域航行時の航行支援操船者による情報選択

〔ＥＮＳＳ情報表示装置例（ＧＰＳプロッター＋ＡＩＳ）〕
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○航路標識の整備・管理のあり方
 航路標識の高機能化・信頼性の向上

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

航路標識の電源を太陽電池等のクリーンエネルギーに変更し

、温室効果化ガスの排出を削減する。

地球温暖化防止のため電力効率の悪い白熱電球を効率の良い

ＬＥＤなどを使用した光源に変更し、電力消費量を低減させ
る

温室効果ガス排出量の減少

電力消費量の低減

例えば、１００Ｗタイプの電球をＬＥＤ化した場合

１００Ｗ（Ｃ－２電球） １４Ｗ（ＬＥＤ灯器（Ⅲ型赤））

消費電力

約７分の１

化石燃料等の燃焼による
二酸化炭素の排出

ＣＯ２

自家発電装置

発電所

太陽光発電

太陽光による発電により二酸
化炭素排出量は「ゼロ」。

ソーラーパネル

信頼性の向上

災害に強い航路標識
航路標識の電源を、配電線路を用いた商用電源から太陽電池等に変更するこ

とにより、配電線路の災害などによる消灯を防止する。

3711

57

72

1513

137

1

太陽電池

波力発電

複合電源

風力発電

購入電力

自家発電

リチウム電池等

航路標識のクリーンエネルギー利用基数
(平成２０年度末基数）

クリーン

エネルギー

約７１％

全体基数：５，３７４基（昼標を除く）

航路標識の省エネ・エコロジー化

配電線切断による消灯 自立型電源による機能維持
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○航路標識の整備・管理のあり方
 航路標識の重要度を踏まえた保守の実施

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

移動

移動

移動

海上保安部

移
動

無線標識沿岸灯台

第１標識点検

第2標識点検

第３標識点検
防波堤灯台

灯浮標

保守点検業務

移
動

巡回保守のイメージ

～ 航路標識保守業務 ～

これまで、すべての航路標識(約5,500基)及
び付属施設について、海上保安庁職員が、
45日～90日の周期で定期保守を実施。

無線機器点検・電源設備点検等

灯台
鉄塔

配電線

管制器室 配電線確認

アンテナ確認

灯器確認

無線機確認

１．電源装置（強電・機械） 蓄電池、送電線、自家発電、太陽電池の確認等
２．無線装置（弱電・機械） 端局、送信装置の確認等
３．制御装置（弱電・機械・光学） 制御装置、監視装置の確認等
４．光源装置（弱電・機械） 灯器の確認、電球交換等
５．建物、敷地（建物修繕等） 建物、敷地の修理点検等
６．気象観測装置（弱電、機械） 自動気象観測装置の確認等

保守実施内容

保守点検イメージ

国の行政組織等の減量・効率化推進の方針に基づき、航路標識保守業務に民間委託を導入（平成１９年度～）
航路標識の重要度に応じて３段階に区分し（カテゴリー化）、運用率を設定 ⇒ 保守の効率化・合理化

電球交換
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○航路標識の整備・管理のあり方
 新たな航路標識制度の構築による適正な配置及び管理の推進

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策
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○航路標識の整備・管理のあり方
 役割の低下した航行援助システムの廃止

今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策今後５年間の重点課題と課題解決のために講ずべき施策

縮小・廃止縮小・廃止

有効範囲
ﾃﾞｨﾌｧﾚﾝｼｬﾙGPSｾﾝﾀｰ（ 1 ）
ﾃﾞｨﾌｧﾚﾝｼｬﾙGPS局 （27）

 ディファレンシャルＧＰＳ

ＧＰＳの位置誤差補正機能（ディファレンシャル機能）

 ＧＰＳの不具合情報の提供（インティグリティ機能）

 特別情報の付加機能 ⇒ 気象情報を提供

全国に27局を設置運用し、沿岸海域をカバー。

 ロランＣ

地上系長距離電波航法システム

 複数のロランＣ局から送信される電波を受信し、位置を測定

 測位精度は500m以下を確保

日本、中国、韓国及びロシアの４か国で国際協定を結び、相互に協
力・連携してﾛﾗﾝC局の運用を実施している。

1993年(平成５年）：運用開始宣言 誤差100m

2000年(平成12年）：SA解除 誤差30m

2012年(平成24年）：２波運用体制移行 誤差5m

2015年(平成27年）：３波運用体制移行 誤差1m

 衛星航法システムの動向

 ＧＰＳ（米国）

 ＧＬＯＮＡＳＳ（ロシア）

 ＧAＬＩＬＥＯ（欧州委員会）

暫定運用中 誤差60m

2013年(平成25年)運用開始予定

ＧＰＳ単独測位精度向上ＧＰＳ単独測位精度向上

利用者の減少 ﾛﾗﾝC2.9%利用者の減少 ﾛﾗﾝC2.9%
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○戦略的技術開発

施策展開にあたっての重要事項施策展開にあたっての重要事項

 基礎技術、機器の改良を主体とした試験、研究 ⇒ 総合的な技術開発

 企画、立案部門との一貫性を持った検討体制

 関係研究機関、学術機関等との連携

○国際協力の推進
 e-Navigation構想の推進等、国際機関における制度、基準等の審議への参画

 近隣諸国等との協力、連携による効果的な安全施策の展開

 マラッカ・シンガポール海峡を中心とした開発途上国等への技術支援による船舶交通環境の改善

○規制の不断の見直し
 船舶交通環境の変化、海難発生状況等を踏まえたより効果的な安全制度の検証

 海上交通安全法、港則法及び関係通達等で規定されている各種規制や港内管制の見直し

 ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる政策評価、施策の重点化・効率化

○海上保安業務力の向上
 交通業務に従事する職員の効果的な育成方策の策定、業務執行体制の整備

 予算、組織及び定員の見直し
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○計画期間

計画期間及び計画目標計画期間及び計画目標

 社会的ニーズに合致した効果的かつ効率的な実施を図るため、概ね５年を目標

 中間的な評価を実施、また５年後に見直し

○計画目標
 第８次交通安全基本計画（Ｈ１８～２２年度）に掲げた目標の達成

・航路を閉塞するような大規模海難発生数 ⇒ ゼロ

・死亡・行方不明者数 ⇒ ２２０人以下

 船種、海域、運航環境などの特徴に応じた海難防止施策の重点的な展開

※ 1 対 象 海 域 ：航 路 設 定 海 域
対 象 期 間 ：平 成 13年 か ら 平 成 18年
対 象 船 舶 ：100G T以 上 の 船 舶 対 象 (衝 突 海 難 ：100G T以 上 同 士 ）
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(29)

(7)
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（単位：隻）
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66

：基 本 的 な 航 法 を 遵 守 す る こ とが で き な い こ と等 を 主 因 とした 海 難
（航 行 環 境 に 不 慣 れ な 船 舶 等 ）

※ 1 対 象 海 域 ：航 路 設 定 海 域
対 象 期 間 ：平 成 13年 か ら 平 成 18年
対 象 船 舶 ：100G T以 上 の 船 舶 対 象 (衝 突 海 難 ：100G T以 上 同 士 ）

(58)

(13)

(29)

(7)

0 20 40 60 80 100 120 140 160
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：基 本 的 な 航 法 を 遵 守 す る こ とが で き な い こ と等 を 主 因 とした 海 難
（航 行 環 境 に 不 慣 れ な 船 舶 等 ）

施策の推進状況を考慮し、平成２５年
の時点までに、航路閉塞等の大規模
海難となる蓋然性が高いと考えられる
航路付近における衝突・乗揚げ海難の
うち施策が対象としている海難（約３
割）について、その半減を目標とする。

施策の推進状況を考慮し、平成２５年
の時点までに、航路閉塞等の大規模
海難となる蓋然性が高いと考えられる
航路付近における衝突・乗揚げ海難の
うち施策が対象としている海難（約３
割）について、その半減を目標とする。


